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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成18年６月27日に提出いたしました第２期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）有価証券報告書に

おいて記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。 



２ 【訂正事項】 

第一部【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

 １ 【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

 ① 【連結貸借対照表】 

訂正箇所は   を付して表示しております。

（訂正前） 

  

（訂正後） 

② 【連結損益計算書】 

訂正箇所は   を付して表示しております。

（訂正前） 

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債     350,000   993,406  

 ２ 長期借入金 ※３   695,482   955,202  

 ３ 繰延税金負債     ―   268,872  

 ４ 退職給付引当金     258,920   490,193  

 ５ 金利スワップ     18,325   ―  

 ６ 連結調整勘定     15,672   12,189  

 ７ 新株予約権     241,351   133,927  

 ８ その他     32,100   69,824  

   固定負債合計     1,611,851 7.5  2,923,616 10.4

   負債合計     10,532,534 48.9  15,656,892 55.5

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債     350,000   993,406  

 ２ 長期借入金 ※３   695,482   955,202  

 ３ 繰延税金負債     ―   268,872  

 ４ 退職給付引当金     258,920   254,420  

５ 役員退職慰労引当金     ―   235,772  

 ６ 金利スワップ     18,325   ―  

 ７ 連結調整勘定     15,672   12,189  

 ８ 新株予約権     241,351   133,927  

 ９ その他     32,100   69,824  

   固定負債合計     1,611,851 7.5  2,923,616 10.4

   負債合計     10,532,534 48.9  15,656,892 55.5

    前連結会計年度 当連結会計年度 



  

（訂正後） 

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

 １ 通信交通費   134,270    163,005    

 ２ 販売促進費   ―    303,786    

 ３ 運賃荷造費   254,228    308,286    

 ４ 貸倒引当金繰入額   46,591    16,858    

 ５ 役員報酬   233,236    311,577    

 ６ 給与手当   1,137,220    1,214,726    

 ７ 賞与   12,886    51,165    

 ８ 賞与引当金繰入額   92,845    126,424    

 ９ 福利厚生費   177,411    205,600    

 10 退職給付引当金繰入額   32,414    36,262    

 11 租税公課   47,335    66,286    

 12 返品調整引当金繰入額   49,298    74,170    

 13 修繕費   11,333    ―    

 14 減価償却費   48,560    36,913    

 15 支払手数料   270,310    252,250    

 16 賃借料   212,428    180,941    

 17 連結調整勘定償却   139,074    243,990    

 18 その他 ※１ 682,311 3,581,758 19.6 441,020 4,033,268 17.6

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日   
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日   
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

 １ 通信交通費   134,270    163,005    

 ２ 販売促進費   ―    303,786    

 ３ 運賃荷造費   254,228    308,286    

 ４ 貸倒引当金繰入額   46,591    16,858    

 ５ 役員報酬   233,236    311,577    

 ６ 給与手当   1,137,220    1,214,726    

 ７ 賞与   12,886    51,165    

 ８ 賞与引当金繰入額   92,845    126,424    

 ９ 福利厚生費   177,411    205,600    

 10 退職給付引当金繰入額   32,414    26,196    

11 役員退職慰労引当金繰入額   ―    10,065    

 12 租税公課   47,335    66,286    

 13 返品調整引当金繰入額   49,298    74,170    

 14 修繕費   11,333    ―    

 15 減価償却費   48,560    36,913    

 16 支払手数料   270,310    252,250    

 17 賃借料   212,428    180,941    

 18 連結調整勘定償却   139,074    243,990    

 19 その他 ※１ 682,311 3,581,758 19.6 441,020 4,033,268 17.6



  
④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（訂正前）                                         訂正箇所は   を付して表示しております。 

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 税金等調整前当期純利益又は 
   税金等調整前当期純損失（△） 

  △394,604 774,010

 ２ 減価償却費   143,257 71,048

 ３ 減損損失   ― 145,880

 ４ 連結調整勘定償却額   665,643 240,508

 ５ 貸倒引当金の増減額（減少：△）   △243,571 26,290

 ６ 返品債権特別勘定引当金の増減額 
      （減少：△） 

  49,298 74,170

 ７ 投資損失引当金の増減額（減少：△）   △25,568 ―

 ８ 賞与引当金の増減額（減少：△）   △4,746 △18,542

 ９ 返品調整引当金の増減額（減少：△）   41,765 △1,521

 10 退職給付引当金の増減額（減少：△）   4,376 △8,684

 11 受取利息及び受取配当金   △26,354 △26,083

 12 持分法投資損益   1,382 3,400

 13 受取賃貸収入   △88,034 △49,767

 14 支払利息(割賦原価を除く)   107,217 102,639

 15 賃貸費用   40,279 36,463

 16 為替差損益   4,531 △3,300

 17 その他営業外損益   50,250 △455,738

 18 固定資産売却益   △1,828 △169

 19 営業譲渡益   △97,314 ―

 20 子会社株式売却益   △118,241 ―

 21 その他の特別利益   △11,881 △497,888

 22 固定資産売却損   28,788 36,337

 23 固定資産処分損   52,364 3,396

 24 棚卸資産除却損   ― 167,335

 25 投資有価証券評価損   359,940 655

 26 その他の特別損失   ― 18,094

 27 売上債権の増減額（増加：△）   571,447 △484,020

 28 たな卸資産の増減額（増加：△）   13,133 △435,082

 29 仕入債務の増減額（減少：△）   △1,095,140 404,035

 30 長期前払費用の増減額（増加：△）   △38,749 △1,113

 31 未払消費税等又は未収消費税等の 
   増減額 

  19,531 △57,291

 32 その他   △60,860 374,279

    小計   △53,690 439,341

 33 利息及び配当金の受取額   25,654 31,452

 34 賃貸収入の受取額   84,550 53,804

 35 利息の支払額（割賦原価を除く）   △110,564 △104,211

 36 賃貸費用の支払額   △10,513 429

 37 法人税等の支払額   △96,462 △176,964

   営業活動によるキャッシュ・フロー   △161,025 243,852



（訂正後） 

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 税金等調整前当期純利益又は 
   税金等調整前当期純損失（△） 

  △394,604 774,010

 ２ 減価償却費   143,257 71,048

 ３ 減損損失   ― 145,880

 ４ 連結調整勘定償却額   665,643 240,508

 ５ 貸倒引当金の増減額（減少：△）   △243,571 26,290

 ６ 返品債権特別勘定引当金の増減額 
（減少：△） 

  49,298 74,170

 ７ 投資損失引当金の増減額（減少：△）   △25,568 ―

 ８ 賞与引当金の増減額（減少：△）   △4,746 △18,542

 ９ 返品調整引当金の増減額（減少：△）   41,765 △1,521

 10 退職給付引当金の増減額（減少：△）   4,376 △4,500

  11  役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）   ― △4,184

 12 受取利息及び受取配当金   △26,354 △26,083

 13 持分法投資損益   1,382 3,400

 14 受取賃貸収入   △88,034 △49,767

 15 支払利息(割賦原価を除く)   107,217 102,639

 16 賃貸費用   40,279 36,463

 17 為替差損益   4,531 △3,300

 18 その他営業外損益   50,250 △455,738

 19 固定資産売却益   △1,828 △169

 20 営業譲渡益   △97,314 ―

 21 子会社株式売却益   △118,241 ―

 22 その他の特別利益   △11,881 △497,888

 23 固定資産売却損   28,788 36,337

 24 固定資産処分損   52,364 3,396

 25 棚卸資産除却損   ― 167,335

 26 投資有価証券評価損   359,940 655

 27 その他の特別損失   ― 18,094

 28 売上債権の増減額（増加：△）   571,447 △484,020

 29 たな卸資産の増減額（増加：△）   13,133 △435,082

 30 仕入債務の増減額（減少：△）   △1,095,140 404,035

 31 長期前払費用の増減額（増加：△）   △38,749 △1,113

 32 未払消費税等又は未収消費税等の 
   増減額 

  19,531 △57,291

 33 その他   △60,860 374,279

    小計   △53,690 439,341

 34 利息及び配当金の受取額   25,654 31,452

 35 賃貸収入の受取額   84,550 53,804

 36 利息の支払額（割賦原価を除く）   △110,564 △104,211

 37 賃貸費用の支払額   △10,513 429

 38 法人税等の支払額   △96,462 △176,964

   営業活動によるキャッシュ・フロー   △161,025 243,852



  
【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

 

訂正箇所は   を付して表示しております。

（訂正前） 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 ５ 会計処理基準に関する
事項 

（4） 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒による損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

（4） 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

     同 左  

  ② 賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えるため、

支給見込額基準に基づき計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同 左 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

同 左 

④ 返品調整引当金 

製品(書籍等)の返品による損失に

備えるため、書籍等の出版事業に

係わる売掛金残高に一定期間の返

品率及び売買利益率を乗じた額を

計上しております。 

④ 返品調整引当金 

同 左 

⑤ 返品債権特別勘定引当金 

製品(雑誌)の返品による貸倒損失に

備えるため、雑誌(定期刊行物)の出

版事業に係わる売掛金残高に一定期

間の返品率を乗じた額を計上してお

ります。 

⑤ 返品債権特別勘定引当金 

同 左 



  

（訂正後） 

  

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

５ 会計処理基準に関する
事項 

（4） 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒による損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

（4） 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

     同 左  

  ② 賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えるため、

支給見込額基準に基づき計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同 左 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

同 左 

④      ―――――― 

               

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しておりま

す。 

⑤ 返品調整引当金 

製品(書籍等)の返品による損失に

備えるため、書籍等の出版事業に

係わる売掛金残高に一定時間の返

品率及び売買利益率を乗じた額を

計上しております。 

⑤ 返品調整引当金 

同 左 

⑥ 返品債権特別勘定引当金 

製品(雑誌)の返品による貸倒損失

に備えるため、雑誌(定期刊行物)

の出版事業に係わる売掛金残高に

一定時間の返品率を乗じた額を計

上しております。 

⑥ 返品債権特別勘定引当金 

同 左 



【退職給付関係】 

訂正箇所は   を付して表示しております。

（訂正前） 

 

（訂正後） 

  

【税効果会計関係】 

訂正箇所は   を付して表示しております。

（訂正前） 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

提出会社及び一部の連結子会社は、総合型厚生年金

基金制度及び退職一時金制度を設けており、連結子

会社のうち１社は退職金制度の一部について中小企

業退職金共済制度に加入しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

提出会社及び一部の連結子会社は、総合型厚生年金基

金制度及び退職一時金制度を設けており、連結子会社

のうち１社は退職金制度の一部について中小企業退職

金共済制度に加入しており、１社は特定退職金共済制

度に加入しております。 

２ 退職年金債務に関する事項 

 (注)１ 提出会社及び連結子会社は退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

  ２ 厚生年金基金制度については含めておりませ

ん。なお、厚生年金基金の拠出割合により計

算される提出会社の子会社の年金資産の額は

374,844千円であります。 

①退職給付債務 △258,920千円

②年金資産 ―千円

③未積立退職給付債務(①＋②) △258,920千円

④連結貸借対照表計上額純額 △258,920千円

⑤退職給付引当金(④) △258,920千円

２ 退職年金債務に関する事項 

 (注)１ 提出会社及び連結子会社は退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

  ２ 厚生年金基金制度については含めておりませ

ん。なお、厚生年金基金の拠出割合により計

算される提出会社の子会社の年金資産の額は

78,512千円であります。 

①退職給付債務 △490,193千円

②年金資産 ―千円

③未積立退職給付債務(①＋②) △490,193千円

④連結貸借対照表計上額純額 △490,193千円

⑤退職給付引当金(④) △490,193千円

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 53,821千円

②退職給付費用(①) 53,821千円

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 46,327千円

②退職給付費用(①) 46,327千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

提出会社及び一部の連結子会社は、総合型厚生年金

基金制度及び退職一時金制度を設けており、連結子

会社のうち１社は退職金制度の一部について中小企

業退職金共済制度に加入しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

提出会社及び一部の連結子会社は、総合型厚生年金基

金制度及び退職一時金制度を設けており、連結子会社

のうち１社は退職金制度の一部について中小企業退職

金共済制度に加入しており、１社は特定退職金共済制

度に加入しております。 

２ 退職年金債務に関する事項 

 (注)１ 提出会社及び連結子会社は退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

  ２ 厚生年金基金制度については含めておりませ

ん。なお、厚生年金基金の拠出割合により計

算される提出会社の子会社の年金資産の額は

374,844千円であります。 

①退職給付債務 △258,920千円

②年金資産 ―千円

③未積立退職給付債務(①＋②) △258,920千円

④連結貸借対照表計上額純額 △258,920千円

⑤退職給付引当金(④) △258,920千円

２ 退職年金債務に関する事項 

 (注)１ 提出会社及び連結子会社は退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

  ２ 厚生年金基金制度については含めておりませ

ん。なお、厚生年金基金の拠出割合により計

算される提出会社の子会社の年金資産の額は

78,512千円であります。 

①退職給付債務 △254,420千円

②年金資産 ―千円

③未積立退職給付債務(①＋②) △254,420千円

④連結貸借対照表計上額純額 △254,420千円

⑤退職給付引当金(④) △254,420千円

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 53,821千円

②退職給付費用(①) 53,821千円

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 36,261千円

②退職給付費用(①) 36,261千円

前連結会計年度 当連結会計年度



 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 (注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

 
  

(繰延税金資産)  

貸倒引当金損金算入限度超過額 71,133千円

賞与引当金損金算入限度超過額 45,808   

未払事業税否認 15,051   

退職給付引当金損金算入度超過額 100,937   

投資有価証券評価損否認 223,513   

税務上の繰越欠損金 247,343   

差入保証金評価損 43,362   

未払費用否認 13,667   

その他 11,319   

 繰延税金資産小計 772,136   

評価性引当額 △629,475   

 繰延税金資産合計 142,661   

   

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △17,383   

プログラム準備金 △7,252   

その他 △2,888   

 繰延税金負債合計 △27,524   

 繰延税金資産(負債は△)の純額 115,136   

    流動資産 繰延税金資産 51,868千円

    固定資産 繰延税金資産 63,267   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

(繰延税金資産)  

貸倒引当金損金算入限度超過額 65,288千円

賞与引当金損金算入限度超過額 42,240    

未払事業税否認 47,219    

退職給付引当金損金算入度超過額 200,120    

減損損失 66,708    

棚卸資産除却損 70,491    

投資有価証券評価損否認 64,634    

税務上の繰越欠損金 188,470    

差入保証金評価損 42,703    

未払費用否認 6,242    

その他 16,274    

繰延税金資産小計 810,395    

評価性引当額 △435,182    

繰延税金資産合計 375,213    

   

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △291,361    

プログラム準備金 △1,446    

その他 △1,197    

繰延税金負債合計 △294,004    

繰延税金資産(負債は△)の純額 81,209    

   流動資産 繰延税金資産 144,681千円

   固定資産 繰延税金資産   205,400    

   固定負債 繰延税金負債 268,872    



（訂正後） 

 

以  上 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 (注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

 
  

(繰延税金資産)  

貸倒引当金損金算入限度超過額 71,133千円

賞与引当金損金算入限度超過額 45,808   

未払事業税否認 15,051   

退職給付引当金損金算入度超過額 100,937   

投資有価証券評価損否認 223,513   

税務上の繰越欠損金 247,343   

差入保証金評価損 43,362   

未払費用否認 13,667   

その他 11,319   

 繰延税金資産小計 772,136   

評価性引当額 △629,475   

 繰延税金資産合計 142,661   

   

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △17,383   

プログラム準備金 △7,252   

その他 △2,888   

 繰延税金負債合計 △27,524   

 繰延税金資産(負債は△)の純額 115,136   

    流動資産 繰延税金資産 51,868千円

    固定資産 繰延税金資産 63,267   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

(繰延税金資産)  

貸倒引当金損金算入限度超過額 65,288千円

賞与引当金損金算入限度超過額 42,240    

未払事業税否認 47,219    

退職給付引当金損金算入限度超過額 101,095    

役員退職慰労引当金損金算入限度超
過額 

99,024    

減損損失 66,708    

棚卸資産除却損 70,491    

投資有価証券評価損否認 64,634    

税務上の繰越欠損金 188,470    

差入保証金評価損 42,703    

未払費用否認 6,242    

その他 16,274    

繰延税金資産小計 810,395    

評価性引当額 △435,182    

繰延税金資産合計 375,213    

   

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △291,361    

プログラム準備金 △1,446    

その他 △1,197    

繰延税金負債合計 △294,004    

繰延税金資産(負債は△)の純額 81,209    

   流動資産 繰延税金資産 144,681千円

   固定資産 繰延税金資産   205,400    

   固定負債 繰延税金負債 268,872    
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